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第２部　女性の視点から考える防災まちづくり
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― 誰もが安心して暮らすために ―
  1.　なぜ、防災に女性の視点が必要なのでしょうか？　

阪神・淡路大震災では何が起こったか

　皆さんは、阪神・淡路大震災で女性が男性より1,000人多く亡くなったことをご存知ですか。その多くが高齢女性でした。死者の80％は家の倒壊による窒息死・圧死で、倒壊家屋の多くは市街地にある老朽家屋でした。

　母子家庭も数多く被災しました。シングルマザーの平均所得は全国平均の３割「女性の賃金が男性の半分」であることの不合理が、女性の貧困化、特に老いの貧しさを生み、災害後の母子家庭の生活に、より深刻な影響を与えたのです。

　また、10万人とも言われる人たちが解雇され、その多くは女性のパート労働者であり、彼女らの多くが雇用保険にも入っていないという法違反・無権利状態が震災を契機に明るみにでました。便乗解雇も多く、その後の再就職や生活再建は非常に厳しいものでした。

　ショックで早産したり、乳幼児を抱え育児支援もないために鬱状態に苦しむ母親も少なくありませんでした。民間団体が母子支援としてヘルパーの派遣を行政に依頼しても「ヘルパーは高齢者の支援にしか利用できない」と断られました。

　避難所や仮設の運営に女性の参画が少ないため女性のニーズが反映されず、プライバシーのない避難所生活による女性の健康の悪化や、性別役割の強化、乳幼児を連れた家族のいづらさ、そして、避難所・仮設住宅周辺での女性や子どもへの性暴力もありました。特に性暴力については、被害を訴えても避難所の責任者から「加害者も被災者なんだから」と言われたり、避難所や仮設住宅など、そこでしか暮らせない状況の中では、被害者の多くは沈黙を強いられました。ＤＶ被害についても「災害で皆さんが大変な時に家庭内のつまらない揉め事は言うべきでない」と多くの女性は耐えていました。

災害時におけるジェンダーの視点に関する国際的な動き

　2005年に、第４回世界女性会議（北京会議）から10年目にあたることを記念してニューヨークで開かれた第49回国連女性の地位委員会、通称「北京＋10」の会議で、被災地や紛争地の女性の人権侵害、特に性暴力防止が重要課題とされ、災害時の支援者へのジェンダートレーニングの必要性が提言されました。

　また、日本政府も2005年、神戸で開催された国連防災会議で「防災協力イニシアティブ」を発表し、基本方針の一つに「政策決定への参画、経済社会活動への参加、情報へのアクセスといった様々な面で男女格差が存在するため、女性は災害時に被害を受けやすい。防災協力の全ての側面においてジェンダーの視点に立った支援を行う」と明記しました。その後、国の防災基本計画の修正にも盛りこまれ、第二次男女共同参画基本計画の新たな取り組み分野として「防災・災害復興」があげられました。

東日本大震災において女性を取り巻く状況はどうだったか

　今回は被災地の男女の人口に対応した形で女性の死者が男性よりも多くなりました。岩手・宮城・福島の３県における死者のうち、検視等を終えた者（2012年３月11日時点）は、女性8,363人、男性7,360人、性別不詳63人となっており、女性が男性より1,000人程度多くなっています。この差は、ほとんどが70歳以上の死者数の差によるもので、高齢の女性の死者が多かったことがわかります（2012年版『男女共同参画白書』による）。

　今回の震災でも避難所に仕切りがなくプライバシーが守られなかったり、女性に必要な物資が届かないなどの配慮のない運営であったり、女性が食事作り・男性が仕事やがれき処理などという性別役割も強化されるなどしました。また、非正規雇用の女性から仕事を失っていったといわれています。

　阪神・淡路大震災と比較して、変わっていたことは女性への暴力防止に関する配慮がある程度されていたことです。残念ながら、それ以外の点についてはほぼ同じ状況でした。

　しかし、女性たちは黙っていたわけではありません。東日本大震災以降に多くの女性団体が声をあげ、内閣府男女共同参画局も被災自治体へ幾度も避難所や仮設の運営への女性の参画、女性への配慮について文書を出しました。しかし、４分の１の自治体しかその文書を認識しておらず、「市町村や関係部署・団体等と連携して対応した」自治体はわずか4.5％でした。

　災害発生後、早期に女性や子ども、障害を持った人や外国人といった声をあげにくい人たちのニーズや問題を聴き取ることが必要な支援につながります。そのためにも女性のリーダーが必要なのです。

　女性は弱者としての存在だけではなく、支援や復興の担い手としての力を持っています。女性を活用することで被災者のニーズを的確に把握し、少ない物資の中で創意と工夫をこらして支援を行い、ゆるやかなネットワークを構築できます。実際にこれまで災害からの復興に多くの女性たちの貢献がありました。今回、復興基本方針に男女共同参画の視点が盛り込まれあらゆる場に女性の参画を進めると書き込まれたことは一歩前進でしたが、復興会議等への女性の参画は東北全体で１割程度、復興事業についても大規模工事が多く、課題は認識されてはいるものの、女性の雇用創出は進んでいないのが現状です。

男女共同参画の視点を

　今後予測される災害に向けて、女性の力を十分に認識し、防災・復興計画策定にあたっては、幅広い年代、多様な活動をしている女性たちが参画しリーダーとして活躍できるようにすることが求められています。防災のまちづくりには、従来の男性主体によるものでなく、仕事や子育て、介護を担い、コミュニティを実際に支えている女性の視点を反映させることが必要です。そのための制度や仕組みをつくり、日頃から全ての人々が平等な社会を実現していくことが災害に強いまちづくりにつながります。そのことを一人でも多くの自治体職員の方が理解して頂くために、ぜひ、この第２部を役立てていただきたいと思います。
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